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地域主権戦略大綱 
～閣議決定までの経過を中心に～ 

 

 

岩 崎   忠 

 

 

 はじめに 
 

 地域のことは地域に住む住民が決める「地域主権」を早期に確立するために昨年の11月

に設置された地域主権戦略会議は、地域主権改革の向こう２～３年の取り組みとして「地

域主権戦略大綱」をまとめ、これを受けて、政府は2010年６月22日に閣議決定した。 

 ここでは、地域主権戦略大綱の概要について、これまでの地方分権改革推進委員会及び 

地域主権戦略会議での審議過程を概観しながら、審議の中心になった「義務付け・枠付け 

の見直しと条例制定権の拡大」、「基礎的自治体への権限移譲」、「国の出先機関の原則

廃止（抜本的な改革）」、「ひも付き補助金の一括交付金化」について解説することにし

たい。 

 

 

 1. 地域主権戦略大綱の概要 
 

 はじめに、地域主権戦略大綱は、「地域主権改革」を「住民に身近な行政は、地方公共

団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするとともに、地域住民が自らの判断と責任に

おいて地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革」と定義している。ま

た、地域主権改革を総合的かつ計画的に推進するため、必要な法制上の措置等を定めるほ

か、今後おおむね２年から３年を見据えた改革の取組方針を明らかにしたものであり、10

本の柱から構成されている（図表１参照）。 

 今後、前倒しして実施できるものは、その都度柔軟に前倒しして実施するとした上で、

本大綱に基づく改革の取り組みの成果を踏まえ、地域主権改革の一層の推進に向けて、
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2012年夏を目途に「地域主権推進大綱（仮称）」を策定することとした。 

 

図表１ 地域主権戦略大綱の概要 

 
 

第１ 地域主権改革の全体像 

第２ 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大 

第３ 基礎自治体への権限移譲 

第４ 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革） 

第５ ひも付き補助金の一括交付金化 

第６ 地方税財源の充実確保 

第７ 直轄事業負担金の廃止 

第８ 地方政府基本法の制定（地方自治法の抜本見直し） 

第９ 自治体間連携・道州制 

第10 緑の分権改革の推進 
 

 

 

 

 2. 地域主権戦略会議での審議 
 

(１) 地域主権戦略会議の目的 

   地域主権戦略会議は、地域のことは地域に住む住民が決める「地域主権」を早期に

確立する観点から、「地域主権」に資する改革に関する施策を検討し、実施するとと

もに、地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえた施策を実施するために、内閣府に設

置された(１)｡ 

 

(２) 地域主権戦略会議の構成員 

   地域主権戦略会議は、内閣総理大臣を議長として、内閣府特命担当大臣（地域主権

推進）を副議長として、副総理、総務大臣、財務大臣、内閣官房長官、国家戦略担当

                                                                                 

(１) 地域主権戦略会議は、内閣府設置法第18条に根拠を置く予定で、第174回通常国会に「地域

主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」として審議されたが、参議院を

通過したものの衆議院審議途中で閉会したため、次回以降の国会での継続審議となっている。 
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大臣、内閣府特命担当大臣（行政刷新）、その他内閣総理大臣が指名する国務大臣、

内閣総理大臣が指名する有識者から構成されている。 

 

(３) 地域主権戦略会議の重点課題 

   地域主権戦略大綱の10本の柱の中で、地域主権戦略会議が、重点的に議論をしてき

たテーマは、次の図表２の４つの検討課題である。また、第２回地域主権戦略会議に

おいては、「この会議の議論を円滑かつ迅速に進めるため、地域主権改革の検討課題

のうち、特に喫緊かつ重要と考えられるものについては、各課題の論点を抽出・整理

すること」として、担当主査が指名された。 

 

図表２ 地域主権戦略会議の重点的な検討課題と担当主査 

 

検 討 課 題 担当主査 備     考 

[義務付け・枠付け] 

義務付け・枠付けの見直し 
小早川教授

・地方政府基本法（地方自治法の抜本見直し）に

ついて地方行財政検討会議と連携 

[基礎自治体等] 

基礎自治体への権限移譲 
前田理事長

・緑の分権改革について緑の分権改革推進本部と

連携 

[一括交付金化等] 

ひもつき補助金の一括交付金化 
神 野 教 授 ・直轄事業負担金について関係政務官ＷＴと連携 

[出先機関等] 

出先機関の抜本的改革 
北 川 教 授

・行政刷新会議との役割を調整 

・自治体間連携 

（出所：第２回地域主権戦略会議 資料２「課題別担当主査の指名について」を一部修正） 

 

(４) 地域主権戦略会議の開催状況 

   地域主権戦略会議は、2009年11月17日に閣議決定により設置された。また、第１回

の12月には地域主権改革の課題と進め方について審議され、2010年３月には重点的な

課題が確認された。その後、各府省庁からの回答、全国知事会・市長会・町村会等の

地方団体へのヒアリングを行った。さらに、５月には地域主権戦略大綱の骨子案につ

いて審議を行い、2010年６月21日に地域主権戦略大綱（案）をまとめたものである。

その後、2010年６月22日に「地域主権戦略大綱」は閣議決定された。 
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図表３ 地域主権戦略会議の審議状況 

 

 開催日時 主 な 内 容 

第１回 2009年12月14日 地域主権改革の課題と進め方 

第２回 2010年３月３日 重点課題の今後の取組み状況 

第３回 2010年３月31日 各府省庁からの回答 

第４回 2010年４月27日 全国知事会・市長会・町村会等ヒアリング結果等 

第５回 2010年５月24日 地域主権戦略大綱骨子案 

第６回 2010年６月21日 地域主権戦略大綱（案） 

 

 

 

 3. 義務付け・枠付けの見直し 
 

(１) 地方分権改革推進委員会での議論(２) 

   義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大については、法制面から地方の自由

裁量の拡充に向けた改革であり、国の立法的関与の廃止、縮小を目的としている。 

   地方分権改革推進委員会第２次勧告において、義務付け・枠付けの対象範囲を整理

し、その存置を許容する場合等のメルクマール（判断基準）を設定した上で、メルク

マールに該当しない4076条の見直し対象条項について条例制定権の拡大の方向で見直

しをする必要があるとした。見直し内容は、①廃止、②手続、判断基準等の全部を条

例に委任又は条例による補正（上書き）を許容、③手続、判断基準等の一部を条例に

委任又は条例による補正（上書き）を許容のいずれかの見直しを行うこととし、①か

                                                                                 

(２) 「義務付け・枠付けの見直し」については、以下の論文を参照されたい。 

   上林陽治「義務付け・枠付けの見直しとはなにか～見直し条項数の量的分析～」『自治総研

（第375号）』2010年１月、70頁～123頁、斎藤誠「義務付け・枠付け見直しの展望と課題」

『都市問題（2010年６月号）』東京市政調査会、2010年６月、50頁～60頁、礒崎初仁「法律の

規律密度と自治立法権～地方分権改革推進委員会の検討を踏まえて」『ジュリスト1396号』有

斐閣、2010年３月、146頁～153頁、出石稔「義務付け・枠付け見直しと条例による上書き権 

― 自治体の条例制定権への影響 ― 」『都市問題研究（第62巻第１号）』都市問題研究会、

2010年１月、63頁～78頁。また、「第２次勧告」については、上林陽治「地方分権改革推進委

員会『第２次勧告～「地方政府」の確立に向けた地方の役割と自主性の拡大～』の取りまとめ

に係る経過について」『自治総研（第363号）』2009年１月、82頁～133頁、「第３次勧告」に

ついては、上林陽治「地方分権改革推進委員会『第３次勧告～自治立法権の拡大による「地方

政府」の実現へ～』」『自治総研（第373号）』2009年11月、78頁～140頁を参照されたい。 
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ら③の順序で見直すこととされた。 

   また、第３次勧告では、上記4076条のうち、特に問題であるとされた「施設・公物

設置管理の基準」、「協議、同意、許可・認可・承認」及び「計画等の策定及びその

手続」について、その具体的な見直し措置等を審議し、提示された。また、第３次勧

告の注10では「国の法令で設定されている基準を条例に委任することとした上で、必

要最小限のものを『参酌すべき基準』に移行させる見直しについても、地方自治体の

条例による国の法令の基準の『上書き』を許容するものということができる。」とし

た(３)。 

   その後、2009年10月以降に検討が進められ、第３次勧告に盛り込まれた892条項の

義務付け・枠付けのうち、地方公共団体から要望があった事項を中心に地方分権改革

推進計画を策定し、2009年12月15日に閣議決定した。 

   この１次見直し分については、「地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律案」等として、第174回通常国会に提出したものの、継続審議となって

おり次回以降の国会で審議される予定である。 

 

図表４ 義務付け・枠付けの見直し（条項数） 

 

 検討対象 ３月31日 ５月24日 ６月21日 

内 閣 官 房 ・ 内 閣 府  77  30  64  64 

警  察  庁   8   7   7   7 

文 部 科 学 省  11   3   4   4 

厚 生 労 働 省 102  63  80  80 

農 林 水 産 省 117  68  77  77 

経 済 産 業 省  11   5   5   5 

国 土 交 通 省
329 

(326) 
238 238 230 

環  境  省  96  58  61  61 

計 751 472 536 528 

 

 

                                                                                 

(３) この点について、礒崎初仁教授は、「参酌すべき基準」は法規範そのものではないし、自治

体に向けられた「参酌すべき基準」自体は条例制定後も存在し続けるものであり、「上書き」

されるわけでないと指摘し、上書き権の制度化は今後も追求すべきとした。（礒崎・前掲注

(２)151頁） 
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(２) 地域主権戦略大綱の内容 

   地方分権改革推進計画策定後、地域主権戦略会議で見直しを進めてきた結果、第３

次勧告で示された見直し対象について、１次見直しの残りの義務付け・枠付け340項

目751条項について各省庁に照会するなど、308項目528条項が具体的な２次見直しと

して出されたところである。これらの事項は、所要の一括法案として2011年通常国会

に提出される予定である。 

   また、見直しは、第３次勧告と同様、「施設・公物設置管理の基準」、「協議、同

意、許可・認可・承認」及び「計画等の策定及びその手続」の３つの分類ごとに以下

のようにまとめられている。 

  ① 施設・公物設置管理の基準 

    施設・公物設置管理の基準は、現在政省令で規定されているが、見直し後は、そ

の基準を廃止するか、条例に委任することになる。 

    条例に委任される場合の条例制定に関する国の基準の類型は、地方分権改革推進

計画と同様、次のとおり３つの分類（「従うべき基準」「標準」「参酌すべき基

準」）で整理することとしている。 

    今回の地域主権戦略大綱での見直しの概要は、以下のとおり整理できる。 

   ○  廃止  

     (例) 

      ● パーキング・メーターの機能に関する基準（作動方法の表示・高さ） 

      ● パーキング・チケット発給設備の基準（発給方法の表示・高さ） 

      ● 公立高等学校の生徒の収容定員の基準 

      ● 公営住宅の計画的な整備に関する基準 

   ○  条例委任  

     〔従うべき基準〕 

      従うべき基準とは、条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければな

らない基準であり、当該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内容を定める

条例は許容されるものの、異なる内容を定めることは許されない基準である。 

      地方分権改革推進委員会の第３次勧告では、「従うべき基準は、国が設定す

るのは真に必要な場合に限定されるべき」とした上で、次の３つの場合として

いる。 

     ⅰ）当該施設・公物の利用者資格の基準 
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     ⅱ）当該施設・公物の本来的な性格・機能の枠組み 

     ⅲ）民間共通の士業等の資格についての基準を示す場合 

      地域主権戦略大綱では、以下の事務を「従うべき基準」として整理しており、

第３次勧告を尊重し、整理されたものといえる。 

     (例) 

      ● 食品衛生法に基づく施設の設備に関する基準 

      ● 障害者自立支援法の指定障害者サービス事業者の指定に関する基準 

      ● 児童福祉法の指定知的障害児施設等の指定に関する基準（申請者の法人格

の有無に係る基準） 

      ● 病院及び診療所の薬剤師の配置基準 

      ● 生活保護法、社会福祉法に基づく人権侵害の防止等にかかる基準 

      ● 医療法に基づく看護師及び准看護師の資格・配置する員数に関する基準 

      ● 介護保険法の指定対象となる施設及びその入所定員に関する基準 

     〔標準〕 

      法令の「標準」を通常よるべき基準としつつ、合理的理由がある範囲内で、

地域の実情に応じた「標準」と異なる内容を定めることが許容されるものであ

る。 

      第３次勧告では、標準の基準を「国が設定するのは真に必要な場合に限定さ

れるべきであり、当該施設・公物について全国的見地から一定のサービス水準

を維持するために利用者の数、施設・公物に配置する職員の数について特に

『標準』を示す必要がある場合。」としている。 

      地域主権戦略大綱では、生活保護施設・社会福祉施設の利用者数を「標準」

としており、第３次勧告を尊重しているものといえる。 

     〔参酌すべき基準〕 

      「参酌すべき基準」とは、地方公共団体が十分参照した結果としてであれば、

地域の実情に応じて、異なる内容を定めることが許容されるものである。 

     (例) 

      ● 交通安全特定事業により設置される信号機等に関する基準 

      ● 公民館運営審議会の委員の委嘱にあたり満たすべき基準 

      ● 生活保護施設、社会福祉施設の設備及び運営に関する基準 

      ● 水道法の布設工事に伴う配置基準・技術者資格基準 
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      ● 職業能力開発施設における職業訓練に伴う基準 

      ● 公民館・図書館・博物館協議会委員の任命基準 

      ● 道路標識の表示基準 

      ● 都市公園設置基準 

      ● 路上駐車場標識の表示基準 

      ● 公共下水道の構造基準、終末処理場・都市下水路の維持管理基準 

      ● 公営住宅法等入居者資格 

      ● 雨水貯留浸透施設・保全調整池等の標識基準 

      ● 移動等円滑化のために必要な道路構造、特定公園施設の設置基準 

      ● 一般廃棄物の処理施設における技術管理者の資格に関する基準 

      ● 指定猟法禁止区域及び休猟区に設置する標識の表示に関する基準 

    今回の「義務付け・枠付けの見直し」は、省令、告示には立ち入らずに条項主義

を採ったため、各法律の内容や執行状況について検討がなされていない。今後、自

治体現場がどのように変化するか、不透明感が強い。 

  ② 協議、同意、許可・認可・承認の見直し等 

    第３次勧告において、協議、同意、許可・認可・承認の見直しについては、その

対象を自治事務とし、(ア)市町村が国、都道府県に対して行う協議、都道府県が国

に対して行う協議、(イ)市町村が国、都道府県から受ける同意、許可・認可・承認

としている。 

    また、第３次勧告の見直しの視点は、同意を要する協議、同意を要しない協議、

意見聴取、事前報告・届出・通知よりも弱い形態にするものであり、地域主権戦略

会議も同様な視点で見直されている。 

  ③ 計画等の策定及びその手続 

    第３次勧告において、計画等の策定、内容、策定手続それぞれについては、次の

方針で見直すべきとしている。 

   ● 計画等の策定の義務付けについては、廃止 

   ● 計画等の内容の義務付けについては、廃止又は条例制定の余地の許容 

   ● 計画等の策定手続のうち、意見聴取、公示・公告・公表等の義務付けについては

廃止又は条例制定の余地の許容 

    地域主権戦略大綱では、「廃止、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。」

「『できる』規定化又は努力義務化」等の方向性が示されているのみであり、今後、
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第３次勧告に沿った見直しがなされることを期待したい。 

 

(３) 地方六団体の意見(４) 

   地域主権戦略大綱については、地方六団体から、さらに見直しを推進し、2011年通

常国会に法案を提出することといった意見や、現在取り組まれている２次見直し分で

勧告どおりの見直しとなっていない約４割の条項と、第２次勧告で示された約4000条

項のうちまだ見直しの対象とされていない約3000条項についても、地方の意見を踏ま

え、具体的な工程表を作成して見直しに取り組むことという意見が出されている。 

 

 

 4. 基礎自治体への権限移譲 
 

(１) 地方分権改革推進委員会での議論(５) 

   権限移譲については、第１次地方分権改革が国から都道府県への権限移譲等が中心

になっていたのに対して、第２次地方分権改革は基礎自治体優先の原則から都道府県

から市町村への権限移譲が中心になった。 

   地方分権改革推進委員会では、中間的な取りまとめ、第１次勧告の中で移譲の検討

対象となる国の事務権限を類型化し、見直しのメルクマールを示し、①重複型、②分

担型、③重層型、④関与型、⑤国専担型に分類した。 

   その上で、広域自治体と基礎自治体の役割分担については、基礎自治体に事務事業

を優先的に配分する「補完性・近接性」の原理を地方自治制度の基本原則とし、地域

における事務は基本的には基礎自治体である市町村が処理し、都道府県は市町村を包

括する広域自治体として、広域にわたるもの、市町村に関する連絡調整に関するもの、

その規模又は能力において市町村が処理することが適当でないものを処理することと

した。 

   また、市町村合併の進展等によって、基礎自治体の行政体制が進み、「県内分権」

の意識が高まっている中で、都道府県知事の権限に属する事務の一部を都道府県条例

                                                                                 

(４) 本稿における「地方六団体の意見」は、第６回地域主権戦略会議 参考資料２「地域主権大

綱について（意見）」による。以下同様である。 

(５) 上林陽治「地方分権改革推進委員会第１次勧告について」『自治総研（第356号）』2008年

６月、52頁～145頁を参照されたい。 
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の定めるところにより市町村が処理することができる制度「条例による事務処理特例

制度」（地方自治法第252条の17の２）を活用した権限移譲が進展していると現状分

析をした上で、基礎自治体が地域における総合行政を担うことができるよう都道府県

から市町村への法令による権限移譲を進めることとした。 

   さらに、権限移譲に際しては、市町村合併の進展等により行政体制の整備が進んで

いることを踏まえ、市に優先的に移譲を進めることとした。あわせて、規模や能力が

異なる個々の基礎自治体が地域における総合行政を担うことができるよう、広域連合

の形成、周辺自治体又は広域自治体による連携と補完などの制度の充実を図るとした。 

   こうした地方分権改革推進委員会の権限の移譲を行うべきといった第１次勧告を引

き継ぎ、基礎自治体優先という基本原則に基づき、地域主権戦略会議の中で審議され

ることになった。 

 

(２) 地域主権戦略大綱の内容 

   第３回地域主権戦略会議で出された各府省庁からの１次回答では、環境省、農林水

産省からはゼロ回答、厚生労働省、国土交通省などで回答率が特に低かったこともあ

り、全省庁で29回答（35％）という低い回答率であった。 

   権限移譲が困難であると回答した各府省庁の理由は、「専門性に欠ける」「効率性

に欠ける」「広域性が必要である」といった理由であった。 

   この点については、地域主権戦略会議は、「第１次勧告で提言された項目のほとん

どは、事務処理特例制度の実績のあるものであり、府省庁の『専門性』や『効率性』

が欠けるという理屈は正当性がない」と反論した(６)。 

   その上で、地域主権戦略会議としては、「権限移譲に対する懸念は解消可能」とい

うペーパーを提出し、説明している。ペーパーの主な内容は、権限移譲に関する各府

省庁が懸念している市町村の事務処理能力に対する懸念への対応である。 

   まずは、小規模自治体でも、一部事務組合・広域連合、機関等の共同設置、事務委

託という手段を提示した上で、開発行為の許可等の担当課共同設置、身体障害者手帳

交付等のための審議会共同設置、砂利採取計画の認可等周辺市等への事務委託などを

例に挙げている。また、権限移譲に対して国と都道府県が十分な支援を行うこととし、

国による各省横断的な連絡会議の設置、都道府県としては、権限を移譲する側として、 

                                                                                 

(６) 第３回地域主権戦略会議議事録４頁（前田正子議員発言部分）による。 
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図表５ 基礎自治体への権限移譲の推移 

 

 検討対象
第３回会議 

(３月31日) 
地域主権戦略大綱

（６月22日） 
＊ 引き続き検討 

内  閣  府  2  1（ 50％)  2（100％) 0  0 

消 費 者 庁  1  1（100％)  1（100％) 0  0 

総  務  省  1  1（100％)  1（100％) 0  0 

文 部 科 学 省  2  1（ 50％)  1（ 50％) 1  0 

厚 生 労 働 省 25  8（ 32％) 20（ 80％) 5  0 

農 林 水 産 省  3  0（  0％)  1（ 33％) 0  2 

経 済 産 業 省  9  5（ 56％)  5（ 56％) 0  4 

国 土 交 通 省 31 12（ 39％) 22（ 71％) 0  9 

環  境  省  8  0（  0％)  6（ 75％) 0  2 

計 82 29（ 35％) 59（ 72％) 6 17 

追加分（経産１・国土分２)  3 3 3   

(＊) 一定条件を満たせば権限移譲を行うもの 

 

 

  円滑な引き継ぎ、研修、職員派遣などを行うものとしている。 

   その後、国から出された２次回答（2010年５月24日）では、59回答（72％）となり、

第３回地域主権戦略会議で出された「権限移譲に対する懸念は解消可能」というペー

パーの内容を盛り込む形で地域主権戦略大綱がまとめられた。 

   地域主権戦略大綱の内容は、ほとんどが「市」への権限移譲であり、基礎自治体で

ある市と町村との格差が拡がる結果となっている。 

 

 

 

〔権限移譲すると回答のあった主な例〕 

 ① １次回答 

   （勧告事項） 

   ［内 閣 府］ 特定非営利活動法人の設立認証（都道府県→指定都市） 

   ［消 費 者 庁］ 家庭用品販売業者への立入検査（都道府県＋市） 

   ［総 務 省］ 町・字の区域の新設等の届出受理（都道府県→市町村） 

「都道府県→△△」：権限移譲 

「○○まで→○○まで」：権限移譲の拡大 

「都道府県＋△△」：権限の付与 
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   ［厚生労働省］ 社会福祉法人の定款認可（中核市まで→市まで） 

           身体・知的障害者相談員への委託による相談・指導 

                      （中核市まで→市町村まで） 

           薬局の開設許可（都道府県→保健所設置市） 

   ［経済産業省］ 消費生活用製品販売事業者への立入検査（都道府県＋市） 

           緑地面積率に係る地域準則策定（指定都市まで→市まで） 

           商店街整備計画の認定（都道府県→市） 

   ［国土交通省］ 都市計画決定 

          ・三大都市圏等における用途地域の都市計画決定（都道府県→市） 

          ・市道（４車線以上）や公園・緑地（10ha以上）の都市計画決定 

                                （都道府県→市） 

          ・区域区分（市街化区域と市街化調整区域の線引き）の都市計画決定 

                             （都道府県→指定都市） 

           特定優良賃貸住宅の供給計画の認定（中核市まで→市まで） 

           マンション建替事業の認可（特例市まで→市まで） 

   （勧告事項以外） 

   ［経済産業省］ 液化石油ガス販売事業者への立入検査（都道府県＋市） 

   ［国土交通省］ 都市計画決定 

          ・三大都市圏等における用途地域や町村道（４車線以上）、公園、

緑地（10ha以上）等の都市計画決定（都道府県→町村） 

                              ＊勧告は「市」のみ 

          ・土地区画整理事業（50ha超）の都市計画決定（都道府県→市） 

 ② ２次回答 

   ［内 閣 府］ 防衛大臣への災害派遣要請 

   ［厚生労働省］ 有料老人ホーム設置の届出受理（都道府県→中核市） 

                              ＊勧告は「市」 

           育成医療費の支給認定（中核市まで→市町村まで） 

                              ＊勧告は「市」まで 

           指定居宅サービス事業者の指定（都道府県→中核市） 

                              ＊勧告は「市」まで 

           未熟児の訪問指導（保健所設置市まで→市町村まで） 
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                              ＊勧告は「市」 

           旅館、理・美容所などの衛生措置基準の設定 

                         （都道府県→保健所設置市） 

           墓地、納骨堂、火葬場の経営許可（中核市まで→市まで） 

   ［農林水産省］ 農地等の権利移動の許可（都道府県→市町村） 

                              ＊勧告は「市」 

   ［国土交通省］ 都市計画施設の区域内における建築許可（特例市まで→市まで） 

           緑地保全地域における行為の規制（中核市まで→市まで） 

           土地区画整理事業施行地区内の土地の形質変更許可 

                             （特例市まで→市まで） 

           市街地再開発事業施行地区内の建築行為の許可 

                             （特例市まで→市まで） 

   ［環 境 省］ 騒音に係る環境基準の地域類型の指定（都道府県→市） 

           騒音、振動、悪臭に係る規制地域の指定（特例市まで→市まで） 

 

(３) 地方六団体の意見 

   地域主権戦略大綱については、地方六団体から、権限移譲をさらに推進し、2011年

通常国会に法案提出すること、権限移譲に伴う財源移譲についても一体的に行うこと、

さらに、今回、勧告どおりの見直しとなっていない項目については、地域の意見を踏

まえ、再検討を行い、具体的な工程表を作成して見直しに取り組むことといった意見

が出されている。 

 

 

 5. ひも付き補助金の一括交付金化 
 

(１) 地方分権改革推進委員会での議論(７) 

   地方分権改革推進委員会では、第４次勧告の中で６つの当面の課題を示し、その中

の１つ「４ 国庫補助負担金の一括交付金化に関しての留意点」では、次のように述

べている。 

                                                                                 

(７) 飛田博史「地方分権改革推進委員会第４次勧告について」『自治総研（第374号）』2009年

12月、84頁～129頁を参照されたい。 
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   新政権においては、地方の自主性を強化し、自由度を拡大する観点に立って、国庫

補助負担金（社会保障や義務教育関係を除く）を廃止し、基本的に地方が自由に使え

る「一括交付金」を創設する検討が行われているとし、「一括交付金」の制度設計に

当たって次の４つの条件を示している。第一に、地方が必要とする事業の執行に支障

を生じないよう必要な総額を確保すること、第二に、交付基準は、基本的に客観指標

によるべきであるが、その策定に際しては、地域間の格差是正の観点から財政力、社

会資本整備の状況等を考慮するとともに、継続事業の執行に支障が生じないように慎

重な配慮が求められること、第三に、一括交付金は財政力の弱い市町村の投資的事業

の貴重な財源として事実上一定の財政調整機能を果たすこと、第四に、社会保障など

義務的な性格のものはその必要額を確保すること。 

   また、義務付け・枠付けの見直しとの関係で、施設・公物施設管理基準に係る国庫

補助負担金の交付基準等を早急に検討すべきとしている。 

 

(２) 地域主権戦略大綱の内容 

  ① 目 的 

    地域主権戦略会議は、まず、国から地方への「ひも付き補助金」を廃止し、基本

的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方針のもとに、現行の補助金、交付

金等を改革することにした。そして、その上で、一括交付金の意義を「地方自治体

に対する補助金又は交付金は、可能な限り、特定目的に限定されないものでなけれ

ばならない。」としている(８)。 

    この点については、地域主権戦略大綱において、税源移譲を前提とした過渡的な

措置なのか否か、その扱いは不明である。一方、地方六団体は、将来的には国から

地方へ税源移譲を行うことや地方交付税の充実・強化等につなげることを望んでい

る（後述参照）。 

  ② 基本的な考え方 

    地域主権戦略大綱の中で「一括交付金化」は、各府省の枠にとらわれず、ブロッ

クの政策目的の範囲で、いかなる政策にどれだけの予算を投入し、どのような地域

                                                                                 

(８) 神野直彦「地域主権の主柱、ひも付き補助金の一括交付金化によせて」『政策法務Facilitator

（vol.27）』第一法規、2010年７月、２頁～６頁を参照されたい。また、特定補助金であるが

その使途に一定の包括性をもっている地域再生基盤強化交付金、地方交付税、旧自由党が2001

年に提案した「一括交付金の交付等に関する法律案」の３つの制度の検討は参考になる。（飛

田博史「一括交付金と地方自治」『月刊自治研（606号）』2010年３月） 
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を目指すかを住民自身が考え、決めることができるよう、デザインされなければな

らないとした上で、２つの基本的な考え方を打ち出している。１つは、一括交付金

化する「ひも付き補助金」の対象範囲を最大限広くとることであり、もう１つは、

補助金、交付金等を現金給付・保険、サービス給付（経常）、投資に整理し、地方

の自由裁量拡大に寄与するものとしている。 

    地域主権戦略会議は、現在の補助金などを一括交付金として制度化するための検

討に当たっては、経費面と対象分野に分類している。経費面では、経常的な経費に

向けられているか、投資的経費に向けられているかを検討し、その上で、経常的な

経費に向けられている場合でも、それが現金給付として使われているものなのか、

社会保険の負担として使われているものなのか、さらにはサービスとして使われて

いるものなのかといった整理を行おうとしているのである。また、社会保障、義務

教育、その他といった対象分野でも整理しようとしている（図表６参照）。 

 

図表６ 一括交付金の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出所：第５回地域主権戦略会議 資料３－２「一括交付金の基本的な考え方」）

一括交付金は、地域が「自己決定できる財源」としてデザインされなければならない。

地　域　主　権　一　括　交　付　金地　域　主　権　一　括　交　付　金

一　括　交　付　金　化　の　基　本　的　な　考　え　方　（ 試 案 ）

１．一括交付金の対象範囲

２．一括交付金の制度設計

３．実施手順

「現金給付は国、サービス給付は地方」との原則に基づいて対象範囲を整理

【括り】　各府省の枠を超えて、できる限り大きいブロックに括る。
【関与】　国の箇所付け廃止など国の事前関与を縮小。
【配分】　客観的指標を導入。現行の条件不利地域等に配慮。
【総額】　対象となる補助金等の必要額により設定。

①　一括交付金化の導入

②　暫定措置

③　ブロックの範囲

④　配分



 

－ 67 － 

●
－自治総研通巻382号 2010年８月号－●

  ③ 対象範囲の整理方針 

    一括交付金の対象となる「ひも付き補助金」の範囲については、民主党マニフェ

ストに配慮して、「社会保障・義務教育関係」については、国として確実に保障す

る観点から、基本的には全国画一的な保険・現金給付に対するものや地方の自由裁

量拡大に寄与しない義務的な負担金・補助金等は一括交付金の対象外とすることと

している。その他、一括交付金化の対象外にするものとしては、最小限のものにす

るとした上で、具体的には、災害復旧、国家補償的性格のもの、地方税の代替的な

性格、国庫委託金、特定財源が国費の原資であるもの等を例示している。その上で、

一括交付金化の対象外となる補助金、交付金等についても、できる限り使途の拡大

や手続の簡素化等に努めるものとしている。 

  ④ 一括交付金の括り方 

    地域主権戦略大綱では、地方の自由度を拡大する観点から、各府省の枠にとらわ

れず使えるようにし、できる限り大きなブロックで括るとし、ブロックごとに使途

を自由にするとしている。また、地方の自由度を拡大するため、国の箇所付けの廃

止など個別自治体への国の事前関与を縮小し、事後チェックを重視する観点で抜本

的に見直すとしている。さらに、国は、一括補助金化の実施状況を点検し、ＰＤＣ

Ａサイクルを通じて制度の評価・改善を図るとしている。その際、会計検査院の検

査も活用するとしている。 

    この点については、国の評価は、制度そのもののチェックであって、事業そのも

のには及ばないようであるが、会計検査院の検査も活用する方向であり、どこまで

地方の自由を確保できる制度になるかが運用上の課題になる。 

  ⑤ 配分・総額 

    配分・総額については、まず、配分は、地方の安定的な財政運営及び現行の条件

不利地域等に配慮した仕組みにすることとし、総額は、一括交付金化の対象となる

補助金・交付金等の必要額により設定するとした。さらに、配分に当たっては、

(ア)地方自治体の事業計画に基づく配分、(イ)客観的指標による配分を明記し、継

続事業や団体間・年度間の変動に配慮するとしている。 

    この点については、一括交付金の総額をどうやって決めるのか、マクロ総額をど

のように決めて、一括交付金をミクロレベルにどのように配分するのかがポイント

になる。つまり各省庁の積み上げを中心に総額を決定し、それに基づいて、配分す

るのであれば、通常の補助金と何ら変わらないのであり、今後、条件不利地域に配
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慮するような基準等を作成して分配できるかどうかが、一括交付金としての鍵とな

る。また、地方財源の削減につながった三位一体の改革の二の舞になるのではない

かといった地方からの意見もあり、一括交付金が国の財源捻出の手段にならないよ

うに注意したい。さらに、基礎自治体（特に小規模自治体）は、都道府県に比べ、

投資的経費等により、予算に凸凹が大きいのでこれにどう対応するか注目したい(９)。 

  ⑥ 実施手順 

    投資に係る補助金・交付金等の一括交付金化は、2011年度以降段階的に実施する。 

    経常に係る補助金・交付金等の一括交付金化は、2012年度以降段階的に実施する。 

    また、これにあわせて、経常（サービス）に係る国庫負担金の扱いについて検討

することにした。 

    さらに、一括交付金の対象となるものであっても、ゼロベースから、真に国の政

策目的の緊要性を判断して、限定的に特定補助金として許容する場合は、３年～５

年の期限を設定した上で、期限到来時に「廃止」又は「一括交付金化」等を判断す

ることとした。 

  ⑦ 地域主権戦略大綱と神野試案との比較 

    第５回地域主権戦略会議に神野委員から出された「一括交付金化の基本的な考え

方（試案)」(「神野試案」)と地域主権戦略大綱の主な相違点は以下のとおりである。 

   ア）「神野試案」の「現金給付は国、サービス給付は地方」という原則が削除され

た。この点については、子ども手当を現金で配るか、子育てサービスを充実させ

るか、市町村に委ねる内容であり、「現金給付は国、現物給付は地方」という分

担原則を地域主権戦略大綱に書かれると矛盾するためであると考えられる。 

   イ）「ＰＤＣＡサイクルを通じて制度の評価・改善を図る。その際、会計検査院の

検査も活用する。」という文言が新たに加えられ、国のチェック体制を強化した

ものといえる。国の関与を残すのであれば、国庫補助負担金として残すことと何

ら変わりはない。 

   ウ）地域が「自己決定できる財源」という言葉が削除されたり、「一括交付金の制

度設計について、地域主権戦略会議を中心に関係府省と共に検討し、予算編成過

程を通じて一括交付金化の内容を決定する。」と明記され、「関係府省と共に検

討」という文言が新たに加わったことなど、国の関与が強まったものといえる。 

                                                                                 

(９) 第４回地域主権戦略会議 資料１－１「一括交付金に係る地方ヒアリングにおける意見の整

理」を参照。 
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図表７ 地域主権戦略大綱と神野試案との比較 

 

（＊下線部分は両意見の相違点） 

  地域主権戦略大綱 神 野 試 案 

目   的 地域のことは地域が決める「地域主

権」を確立するため、国から地方への

「ひも付き補助金」を廃止し、基本的

に地方が自由に使える一括交付金にす

るとの方針の下、現行の補助金、交付

金等を改革する。 

地域のことは地域が決める「地域主

権」を確立するため、国から地方への

「ひも付き補助金」を廃止し、基本的

に地方が自由に使える一括交付金にす

るとの方針の下、現行の補助金、交付

金等を改革する。 

原   則 こうした目的からして一括交付金は、

各府省の枠にとらわれず、ブロックの

政策目的の範囲で、いかなる政策にど

れだけの予算を投入し、どのような地

域を目指すのかを、住民自身が考え、

決めることができるよう、デザインさ

れなければならない。これにより、地

域の知恵や創意が生かされるととも

に、効率的・効果的に財源を活用する

ことが可能となる。 

こうした目的からして一括交付金は、

いかなる政策にどれだけの予算を投入

し、どのような地域を目指すのかを、

住民自身が考え、決めることができる

よう、地域が「自己決定できる財源」

としてデザインされなければならな

い。これにより、地域の知恵や創意が

生かされるとともに、効率的・効果的

に財源を活用することが可能となる。 

趣
 
 
 
 
 
旨
 

手   順 改革に当たっては、地方が円滑に行政

サービスを提供できるよう、十分に配

慮した手順で進めていく必要がある。

改革に当たっては、地方が円滑に行政

サービスを提供できるよう、十分に配

慮した手順で進めていく必要がある。 

基本的な考

え方 

・一括交付金化する「ひも付き補助

金」の対象範囲は、最大限広くと

る。 

・補助金、交付金等を保険・現金給

付、サービス給付、投資に整理し、

地方の自由裁量拡大に寄与するもの

を対象とする。 

・一括交付金化する「ひも付き補助

金」の対象範囲は、最大限広くと

る。 

・「現金給付は国、サービス給付は地

方」との原則に基づいて対象範囲を

整理する。 対
 
 
 
象
 
 
 
範
 
 
 
囲
 

対象範囲の

整理 

・社会保障・義務教育関係 ― 「社会

保障・義務教育関係」については、

国として確実な実施を保障する観点

から、必要な施策の実施が確保され

る仕組みを検討するとともに、基本

的に、全国画一的な保険・現金給付

に対するものや地方の自由裁量拡大

に寄与しない義務的な負担・補助金

等は、一括交付金化の対象外とす

る。 

・その他 ― 保険・現金給付に対する

もののほか、一括交付金化の対象と

しないものは、最小限のものに限定

する。具体的には、災害復旧、国家

・社会保障・義務教育関係 ― 民主党

マニフェストにおいて「ひも付き補

助金」から除くこととされている

「社会保障・義務教育関係」につい

ても、基本的に、全国画一的な保

険・現金給付に対するものに限定し

て、一括交付金の対象外とする。 

 

 

 

・その他 ― 保険・現金給付に対する

ものの他、一括交付金の対象としな

いものは、最小限のものに限定す

る。具体的には、災害復旧、国家補 
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  地域主権戦略大綱 神 野 試 案 

対象範囲の

整理 

 補償的性格のもの、地方税の代替的

性格のもの、国庫委託金、特定財源

が国費の原資であるもの等に限定す

る。 

・一括交付金化の対象外となる補助

金、交付金等についても、できる限

り使途の拡大や手続の簡素化等に努

める。 

 償的性格のもの、地方税の代替的性

格のもの、国庫委託金、特定財源が

国費の原資であるものとする。 

 

・対象外となる補助金、交付金等につ

いても、できる限り使途の拡大や手

続の簡素化等に努める。 

対
 
 
 
 
象
 
 
 
 
範
 
 
 
 
囲
 

実 施 手 順 ・投資に係る補助金・交付金等の一括

交付金化は平成23年度以降段階的に

実施する。経常に係る補助金・交付

金等の一括交付金化は平成24年度以

降段階的に実施する。これにあわせ

て、経常（サービス）に係る国庫負

担金の扱いについて検討する。 

・一括交付金化の対象となるもので

あっても、ゼロベースから真に国の

政策目的の緊要性を判断し、限定的

に特定補助金として許容する場合

は、３～５年の期限を設定した上

で、期限到来時に「廃止」又は「一

括交付金化」等を判断する。 

・投資に係る補助金・交付金等の一括

交付金化は平成23年度から段階的に

実施する。経常に係る補助金・交付

金等の一括交付金化は平成24年度か

ら段階的に実施する。これにあわせ

て、経常（サービス）に係る国庫負

担金の扱いについて検討する。 

・一括交付金の対象となるものであっ

ても、ゼロベースから真に国の政策

目的の緊要性を判断し、限定的に特

定補助金として許容する場合は、３

から５年の期限を設定した上で、期

限到来時に「廃止」又は「一括交付

金化」を判断する。 

括 り 方 ・地方の自由度を拡大する観点から、

各府省の枠にとらわれず使えるよう

にし、できる限り大きいブロックに

括る。 

・ブロックごとに使途を自由にする。

その上で、ブロックの在り方は、地

方の自由度を拡大する方向で、不断

に見直しを行う。 

・地方の自由度を拡大する観点から、

各府省の枠を超えて、できる限り大

きいブロックに括る。 

・できる限り大括りなブロックを設

け、ブロックごとに使途を自由にす

る。その上で、ブロックは、段階的

に更に大括り化する。投資について

は早期に一本化する。 

制
 
 
 
度
 
 

 
設
 
 
 
計
 

地方の自由

度拡大と国

の関わり方 

・地方の自由度を拡大するため、国の

箇所付けの廃止など個別自治体への

国の事前関与を縮小し事後チェック

を重視する観点に立って、手続を抜

本的に見直す。これにより、国・地

方双方の事務の簡素化を図る。 

・地方公共団体における事後評価を充

実する。 

・国は、一括交付金化の実施状況を点

検し、ＰＤＣＡサイクルを通じて制

度の評価・改善を図る。その際、会

計検査院の検査も活用する。 

・地方の自由度を拡大するため、国の

箇所付けの廃止など個別自治体への

国の事前関与を縮小し事後チェック

を重視する観点に立って、手続を抜

本的に見直す。これにより、国・地

方双方の事務の簡素化を図る。 

・自治体における事後評価を充実す

る。 

・国は、一括交付金の実施状況を点検

し、制度の評価・改善を図る。 
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配分・総額 ・地方の安定的な財政運営に十分配慮

するとともに、効率的・効果的な財

源の活用を図る。 

・ 配分については、地方の事業ニー

ズを踏まえるとともに、国の関与を

できる限り縮小する。また、現行の

条件不利地域等に配慮した仕組みを

踏まえた配分とする。 

・総額は、一括交付金化の対象となる

補助金・交付金等の必要額により設

定する。 

・配分に当たっては、地方公共団体の

事業計画に基づく配分と客観的指標

による配分を用いる。その際、継続

事業や団体間・年度間の変動に配慮

する。 

・地方の安定的な財政運営に十分配慮

する。 

 

・配分は、国の関与をできる限り縮小

するため、客観的指標を導入する。

また、現行の条件不利地域等に配慮

した仕組みを踏まえた配分とする。 

 

・総額は、一括交付金の対象となる補

助金・交付金等の必要額により設定

する。 

・配分に当たっては、自治体の事業計

画に基づく配分と客観的指標による

配分を併用し、段階的に客観的指標

による配分を拡大する。その際、継

続事業や団体間・年度間の変動が大

きい市町村に配慮する。 

制
 
 
 
 
度
 
 
 
 
設
 
 
 
 
計
 

そ の 他 ・平成23年度から一括交付金を導入す

る。国と地方の役割分担や地方の事

業実施体制の在り方等を踏まえ、一

括交付金の制度設計について、地域

主権戦略会議を中心に関係府省と共

に検討し、予算編成過程を通じて一

括交付金化の内容を決定する。 

・また、国と地方の協議の場等におい

て、地方と協議する。 

・平成23年度からの一括交付金の制度

設計については、地域主権戦略会議

を中心に検討し、予算編成過程を通

じて決定する。 

 

 

 

・また、国・地方協議の場等におい

て、地方と協議する。 

（出所：公益財団法人地方自治総合研究所飛田博史研究員作成資料） 

 

  ⑧ 一括交付金の規模 

    第一段階の一括交付金の規模としては、全国知事会の「国の出先機関原則廃止プ

ロジェクトチーム」の資料をもとに、平成22年度当初予算ベースで試算すると公共

事業関係の補助金約2.2兆円から、公共事業関係とその他を加え、さらにそれ以外

の補助金等を加えた約４兆円台の間になると試算できる（図表８参照）。 
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(３) 地方六団体の意見 

   地域主権戦略大綱については、地方六団体から、次のような意見が出されている。 

  （一括交付金化の目的、対象範囲等） 

   ・一括交付金化の目的は地方の自由裁量の拡大、実質的な地方の自主財源への転換

であることを明確にすること。 

   ・一括交付金は過渡的な制度であり、将来的には「国から地方への税源移譲を行う

こと」を明確にするとともに、地方交付税の充実・強化等につながるものとする

こと。 

   ・「現金給付は国、サービス給付は地方」を原則とし、「サービス給付」のうち、

地方にとって自由裁量拡大に寄与しない義務的な補助金等は、一括交付金の対象

としないこと。 

   ・括り方や配分方法など一括交付金化の具体的な制度設計に当たっては、地方の必

要な事業の計画的実施に支障が生じることのないよう、継続事業や団体間・年度

間の変動が大きい市町村に配慮しつつ、地方と十分協議すること。 

  （総額確保） 

   ・一括交付金の対象となる補助金等の総額については、現行の補助金等の額と同額

以上とし、財政力の弱い団体に配慮する等、個々の団体においても事業実施に十

分な財源を確保すること。 

   ・地方の意思を十分反映し、必要な予算総額を決定できる仕組みを確保すること。 

  （空飛ぶ補助金） 

   ・国から地方自治体予算を経由せず、民間事業者等へ交付されている補助金（いわ

ゆる「空飛ぶ補助金」）は、地方自治体が実施する事業との連携を図り効果を最

大限に発揮するとの観点や、公金支出のガバナンスの観点等から極めて問題が多

い。このため、地域振興に関するものなど、地方自治体が政策的な裁量を発揮で

きる補助金等は、廃止し一括交付金化すること。 
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 6. 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革） 
 

(１) 地方分権改革推進委員会等での議論(10) 

   国の出先機関の原則廃止については、経済財政諮問会議での有識者委員からの提案

と「経済財政改革の基本方針（骨太方針）2007」の中で、「国の出先機関の抜本見直

し」を地方分権改革推進委員会で行うように要請され、検討が開始された。 

   第２次勧告における「国の出先機関の見直し」の基本的な考え方は次のように整理

することができる。 

   第一に、二重行政の弊害を排除することである。 

     国と地方の役割分担を明確にし、それぞれが適切な役割を担うことにより、二

重行政の弊害を排除することである。 

   第二に、簡素で効率的な行政を実現することである。 

     事務・事業の廃止・縮小、事務の集約化、民営化・独立行政法人化等を検討す

ることにより、国と地方を通じた簡素で効率的な行政の実現をはかることである。 

   第三に、地域の民主主義のガバナンスを充実させることである。 

     国会や国民の目の届きにくい国の出先機関の事務・権限を、住民との距離が近

い地方自治体にできるだけ移譲することにより、地方議会や地域住民による

チェックや民意の反映等が的確に行われるように改めることである。 

   第四に、縦割行政の弊害を排除することである。 

     省庁別に設置されている現行の縦割り型の出先機関を廃止して、「府省を超え

た総合出先機関」を編成することであり、国の出先機関を残す場合には、統合・

一元化を提起している。 

   また、地方分権改革推進委員会は、第一次勧告で示した「国の出先機関の事務・権

限の仕分けの考え方」に基づき、国の出先機関の事務・権限を、①重複型、②分担型、

③関与型、④国専担型に分類したのちに、さらに、①事務権限の廃止（民営化、独法

化等を含む）を検討するもの、②事務権限の地方への移譲を検討するもの、③事務権

限を本府省等に移管を検討するもの、④いずれにも該当せず、引き続き国の出先機関

で処理せざるをえないものとして仕分けることとした。そして、その上で、仕分けに

                                                                                 

(10) 上林陽治「地方分権改革推進委員会『国の出先機関の見直しに関する中間報告』について」

『自治総研（第359号）』2008年９月、22頁～58頁を参照されたい。 
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基づき対象となる国の出先機関の事務権限の整理を行った上で、それに伴う組織・定

員の廃止・縮小、見直し後に残る組織・定員の在り方等について結論又は方向性を示

すものとした。 

 

(２) 地域主権戦略大綱の内容 

   地域主権戦略大綱では、「国の出先機関の原則廃止では、個々の事務・権限につい

て「補完性の原理」から国の事務・権限とすることが適当と認められる例外的な場合

を除き地方自治体に移譲する。」との原則を明記したものの、具体的な出先機関の廃

止には言及しなかった。そして、国の出先機関の事務・権限については、国と地方の

役割分担の考え方を踏まえ、「補完性の原則」に基づき、その特性や規模、行政運営

の効率性・経済性等の観点から国の事務・権限とすることが適当と認められる例外的

な場合（＊）を除き、地方自治体に移譲することとした。さらに、地域の発意による

選択実施や広域的実施体制の整備状況も考慮の上、地方自治体へ移譲するものや国に

残すものなどを類型に区分した整理を行うとしている(11)｡ 

  (＊) 「事務・権限の特性や規模、行政運営の効率性・経済性等の観点から国の事

務・権限とすることが適当と認められる例外的な場合」については、以下に掲げ

るものなど真にやむを得ないものに限定する。 

    ① 複数の都道府県に関係する事務・権限の地方移譲に際し、域外権限の付与、

自治体間連携の自発的形成や広域連合などの広域的実施体制等の整備が行われ

ることとしてもなお、著しい支障を生じるもの 

    ② 地方移譲に際し、必要に応じて事務処理等の基準を定め、国の指示等を認め

てもなお、各地方自治体の対応の相違等により著しい支障を生じるもの 

    ③ 地方移譲に際し、必要に応じて事務処理等の基準を定め、国の指示等を認め

てもなお、緊急時の対応等に著しい支障を生じ、国民の生命・財産に重大な被

害を生じるもの 

    ④ 事務・権限の的確な執行体制（人材、予算、知見の集積等）の整備が不可欠

                                                                                 

(11) 全国知事会、全国市長会及び全国町村会に対して行った国の出先機関改革ヒアリング（４月

実施）において、「地方移管の一斉実施にこだわるのではなく、手上げ方式や特区制度などの

検討も必要であり、そのための法律や制度の受け皿を作ることは重要である。」という意見が

出された。（第４回地域主権戦略会議（資料２の別添１）「出先機関改革による地方ヒアリン

グの概要」より） 
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である一方で、見込まれる事務量等が微少であることにより、地方移譲に伴い

行政効率が著しく非効率とならざるを得ないもの 

   今後、各府省は、自らが所管する出先機関の事務・権限の仕分け（「自己仕分

け」）を行い、本年８月末までに地域主権戦略会議に報告する。地域主権戦略会議は、

「自己仕分け」の内容について精査を行い、地域主権戦略会議としての事務・権限の

仕分けを行うことになっている。「事務・権限仕分け」は、①地方自治体へ移譲する

もの、②自治体発意による選択的実施結果を踏まえ可否判断をするもの、③国に残す

もの、④廃止、民営化の４つのメルクマールをあげて行うこととなっており、第一次

勧告であげたメルクマールとほぼ同様であるが、国の出先機関改革に向けた公開討議

における国の主張からすると難航が予想される（後述参照）。 

   また、事務・権限仕分けの結果を踏まえ、個々の出先機関の事務・権限の地方移譲

等の取扱方針及びその実現に向けた工程やスケジュール並びに組織の在り方について

明らかにする「アクション・プラン（仮称）」を年内目途に策定する予定である。さ

らに、これらの結果をもとに、2011年通常国会にも法案を提出予定である。 

 

(３) 全国知事会の仕分けと地域主権戦略会議の公開討議 

   全国知事会の「国の出先機関原則廃止プロジェクトチーム」は、2009年11月に発足

し、2010年３月までの間、国の出先機関原則廃止の目的や各出先機関の事務の仕分け

について協議を行った。そして、８府省15出先機関を対象に、第１次勧告に従い、

「地方移管」「廃止・民営化等」「国に残す」との分類に仕分けした。一方、地域主

権戦略会議は、2010年５月21日と24日の２日間、国の出先機関改革に向けた公開討議

を実施した。 

   全国知事会の仕分け結果及び公開討議における国の主張は、図表９のとおりである。

なお、公開討議を実施しなかった内閣府（沖縄総合事務局）、国土交通省（地方航空

局、北海道開発局）、厚生労働省（中央労働委員会地方事務所）は、図表９から除い

た。 
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図表９ 全国知事会仕分け結果及び出先機関改革公開討議における国の主張 

 

対象機関 全国知事会仕分け結果 国の主張 

総合通信局 

（総務省） 

地域密着性の高い電気通信事業者に対

する許認可や地域振興に資する産学官

連携支援等は地方移管し、電波の周波

数の割当計画の策定や国内外の電波監

視などは国家的視点から行うべき事務

として国に残す。 

広報啓発など総合通信局の一部の業務

を移管する考えだが、ケーブルテレビ

の区域外再送信など都道府県をまたぐ

ケースは難しい。 

 

法務局・ 

地方法務局 

（法務省） 

登記事務や供託事務、人権擁護に関す

る事務等は地方に移管し、国に残す事

務は国の利害に関係ある訟務事務等国

がその責任において実施すべき事務に

限定する。 

不動産登記、法人登記、国籍に関する

事務、供託、訟務事務、人権侵犯事件

に関する救済用務等、法務省の業務

は、国家構成要素の一つとなるので国

が行う必要がある。 

地方厚生局 

（厚生労働省） 

大半の事務を地方に移管することが可

能である。 

住民生活に密接に関連する医療、福祉

に関する事務は地方に移管し、国に残

す事務は医薬品の輸入監視等の事務に

限定する。 

医師、看護師、歯科医師等の国家試験

の実施などは民営化等を行う。 

広域的実施体制が確保できるのであれ

ば、社会福祉法人等の認可・監督や消

費生活協同組合の認可、承認及び監督

等について都道府県に移譲できると考

えている。また、児童福祉法に規定す

る指定療育機関の指定、生活保護法に

規定する都道府県立の保護施設の監督

の移譲も検討する。 

保険医療関係事務は全国の統一性のた

め、医療観察法の対象機関は司法と密

接に関係しているため、麻薬取締関係

業務は薬物拡大のおそれがあるため国

が実施すべきと考える。 

経済産業局 

（経済産業省） 

大半の事務を地方に移管することが可

能である。 

地域の産業・経済の振興に関する事務

は地方に移管し、国に残す事務は輸出

入貿易管理や化学兵器に関する国際査

察の立ち会い等に限定する。 

検討にあたっては、情報収集・分析か

つ連絡センターである経産局の機能が

損なわれないよう、人員、組織等を含

め、どのように整備しなければならな

いのか、国と地方でよく考えなければ

ならない。 

都道府県労働局 

（厚生労働省） 

全ての事務を地方に移管することが可

能である（廃止等する事務を除く）。

職業安定、労働保険、労働基準等の労

働行政及び職業訓練は、地域の雇用・

就労ニーズに応じた一元的、総合的な

対応が可能な地方に移管する。 

国（本省）の役割は労働保険や労働基

準等の全国統一的な基準の設定に限定

する。 

国際条約・憲法の規定に基づき国が職

業紹介を行うべきと考える。 

地方移管の代わりに地方自治体とハ

ローワークが協定締結して地域雇用対

策を提案する。 
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対象機関 全国知事会仕分け結果 国の主張 

地方農政局 

（農林水産省） 

大半の事務を地方に移管することが可

能である。 

地域農業の振興に関する事務は、地域

や個別農家と日常的に接するなどその

実情に通じている地方に移管し、国に

残す事務は団体の金融検査事務等に限

定する。 

農林統計などは廃止･民営化等を進め

る。 

受け皿の議論が十分になされていなけ

ればいけないが、地域の受け皿がまだ

明確になっていない。議論の中で道州

制という素材も出てきている中でなか

なか議論が難しい。 

森林管理局 

（農林水産省） 

 

 

民有林野に関する治水事業については

地方に移管し、国有林野に関する事務

は当分の間国に残す。 

国としては、都道府県では対応が困難

な大規模災害の復旧を行うとの観点で

ある。大規模災害は、都道府県単位で

はそう頻繁に起こるものではないの

で、大災害について国自らが復旧対策

を講じる仕組みをもっていることが必

要である。 

漁業調整事務所 

（農林水産省） 

漁業の許可や取り締まり、沿岸漁業の

振興など地域との関わりが強い事務は

地方に移管し、国に残す事務は外国船

舶に対する指導・取締まりなどに限定

する。 

各地の漁業紛争の調整は、都道府県間

で行われており、不調に終わった案件

に対して国が調整をしている。都道府

県間調整だけでやると解決に相当時間

を要する。 

地方整備局 

（国土交通省） 

大半の事務を地方に移管することが可

能である。 

直轄国道、直轄河川は原則として全て

地方に移管し、国に残す事務は全国

ネットワークとしての高規格幹線道路

網の整備等に限定する。 

１つの都道府県で完結する一般河川・

道路については移管する方向で考え

る。 

９都県市サミットで要望されている国

道16号は、国際標準の大型コンテナ車

の通れる首都圏唯一の道路で24時間体

制の管理が必要であり、移管には慎重

である。 

地方運輸局 

（国土交通省） 

大半の業務を地方に移管することが可

能である。 

鉄道事業の許認可など地域振興に関わ

りの深い事務を地方に移管し、国に残

す事務はＪＲに対する許認可、監督、

外国船舶の監督等に限定する。 

自動車の登録、車検、統計調査の実施

等は廃止・民営化等する。 

地方運輸局が担っている業務には地方

自治体には行われていないものが多く

二重行政にはなっていない。国民の移

動、交通、運輸、物流に関する安全基

準は国で定めるが、国、地方、民間が

執行するかは議論の余地がある。 

地方環境事務所 

（環境省） 

大半の事務を地方に移管することが可

能である。（廃止等する事務を除く）

国に残す事務は廃棄物の輸出入や鳥獣

の輸出入規制等に関する事務に限定す

る。 

広域的な事務・権限を地方に移譲する

にあたっては、強制力のある「国の指

示権」が担保される必要がある。複数

都道府県に跨る国立公園等の対応で違

いが出ていいか。広域連合等で対応が

可能か。検討を要する。 
 
（出所：全国知事会の仕分け結果は、全国知事会「出先機関原則廃止プロジェクトチーム」（2010

年５月20日開催）資料１－１「国の出先機関の原則廃止に向けて（素案）」から筆者作成。国の

主張は、「出先機関改革の『公開討議』議事概要」（第６回地域主権戦略会議「参考資料１」か

ら筆者作成。）） 
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(４) 地方六団体の意見 

   地域主権戦略大綱については、地方六団体から、次のような意見が出されている。 

  ● 「全国的な統一性」「広域性」「ナショナルミニマム又は国家としての責任である

こと」「高度な専門性」などは、国の出先機関に事務・権限を残す理由とはなり得

ないことも合わせて明確にすること。 

  ● 今後行われる出先機関の事務・権限の仕分けに当たっては、全国知事会が示した

「国の出先機関の原則廃止に向けて（中間報告）」をはじめ、地方の意見・提言を

最大限尊重すること。 

  ● 地方に移管される事務・権限については、地方移管される人員に係る人件費を含め、

必要総枠を確実に財源移譲すること。 

  ● 本年末までに国の出先機関改革の全体像を示し、実施可能なものから速やかに改革

に着手すること。特に地方が強く移譲を求める事務・権限については集中的に議論

を進め、2011年通常国会への法案提出、2012年４月からの移管を目指すこと。 

 

 

 おわりに 
 

 地域主権戦略大綱は、地域主権改革について、「明治以来からの中央集権体質から脱却

し、この国の在り方を大きく転換する」といっているが、内容は、第１次分権改革や三位

一体改革でできなかった課題を総ざらいして盛り込んだものである。つまり、過去に実現

できなかった課題を実現しようとするものであるから、実現するのは難しい。また、一方

で、地域主権改革に一貫した論理のようなものがあるかと思うとそれもないのである。 

 このような中で、道州制の議論が徐々に浮上してきている。地域主権戦略大綱の中でも

「９ 自治体間連携・道州制」という柱を設けて、地域の自立的な判断を尊重しながら

「道州制」についての検討も射程に入れていくことを最終段階で明記した。 

 今後は、地方行財政検討会議で検討される広域連携の在り方とともに、道州制基本法制

定に向けた「道州制」議論が活発化する可能性もあり、そのことが地域主権改革を加速さ

せる大きな要因になるかもしれない。 

 いずれにしても、多岐にわたる地域主権改革を政治主導で進めなければならないことは

間違いないようである。 

（いわさき ただし 公益財団法人地方自治総合研究所研究員） 
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